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（訂正）第 8 回公募増資及び新規取得資産の補足説明資料の 

訂正に関するお知らせ 

 

2022 年 2 月 9 日付で公表しました「第 8 回公募増資及び新規取得資産の補足説明資料」につき、下記

のとおり記載内容の一部を訂正します（訂正箇所は下線にて表示しています）。 

 

記 

 

頁 訂正前 訂正後 
27 P3.オファリング概要 

一般募集は、本投資法人の機関投資家層の拡大

によって投資口のより適正な価格形成に資する

ことを目的として、①国内の適格機関投資家（金

融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その後

の改正を含みます。）（以下「金融商品取引法」と

いいます。）第 2 条第 3 項第 1 号に規定する適格

機関投資家をいいます。）のうち、銀行、金融商

品取引法第 28 条第 4 項に規定する投資運用業を

行う者、保険会社、企業年金連合会、信金中央金

庫、信用金庫、信用金庫連合会、全国信用協同組

合連合会、農林中央金庫、金融商品取引法第二条

に規定する定義に関する内閣府令（平成 5 年大

蔵省令第 14 号。その後の改正を含みます。）第

10 条第 1 項第 9 号に定める農業協同組合連合会

及び共済水産業協同組合連合会、労働金庫、労働

金庫連合会並びに株式会社商工組合中央金庫、

②信用協同組合、並びに③海外の機関投資家（以

下、これらを「本募集対象機関投資家」と総称し

ます。）を対象として行います。本投資法人は、

第 32 期（2021 年 7 月期）末時点の本投資法人の
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金庫連合会並びに株式会社商工組合中央金庫、

②信用協同組合、並びに③海外の機関投資家（以

下、これらを「本募集対象機関投資家」と総称し

ます。）を対象として行います。本投資法人は、

第 32 期（2021 年 7 月期）末時点の本投資法人の
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投資主構成を踏まえ、価格形成能力が相対的に

高いと考えられる国内及び海外の機関投資家の

割合を増やすことにより、より適正な投資口価

格の形成に資することとなり、これは、ひいては

本募集対象機関投資家に限らない全ての投資主

の投資主価値のさらなる向上につながると考

え、一般募集の対象を本募集対象機関投資家と

しています。 
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高いと考えられる国内及び海外の機関投資家の

割合を増やすことにより、より適正な投資口価

格の形成に資することとなり、これは、ひいては
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え、本募集の対象を本募集対象機関投資家とし
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以 上 

 

※本投資法人のウェブサイト https://8967.jp/ 


